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衆
議
院
議
員
高
田
弥
市
君
提
出
農
村
住
宅
の
改
造
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
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三 

衆
議
院
議
員
高
田
弥
市
君
提
出
農
村
住
宅
の
改
造
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書 

政
府
が
住
宅
難
解
決
の
一
方
途
と
し
て
設
立
し
ま
し
た
住
宅
金
融
公
庫
は
、
住
宅
難
が
特
に
都
市
に
お
い
て
は
な
は
だ
し

い
こ
と
、
及
び
現
在
の
業
務
能
力
の
点
か
ら
見
て
運
用
上
融
資
地
域
を
都
市
及
び
そ
の
近
傍
町
村
に
限
定
し
て
い
る
が
、
公

庫
業
務
の
整
備
強
化
と
と
も
に
現
在
の
融
資
地
域
の
指
定
は
こ
れ
を
漸
次
拡
張
し
て
こ
れ
を
全
国
に
及
ぼ
す
方
針
で
あ
る
。 

又
、
既
存
住
宅
の
修
理
及
び
改
築
等
に
要
す
る
費
用
の
融
資
に
つ
い
て
法
律
の
改
正
を
必
要
と
す
る
こ
と
で
も
あ
る
の
で
目

下
研
究
中
で
あ
る
。 

右
答
弁
す
る
。 




